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　鳥取放牧場風力発電所の譲渡申込みに当たり、申請人（複数の法人等による共同申請の場合は、その構成団体を含む。）が次の事項をすべて満たすことを申し立てします。
記
（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に該当しない法人等であること。

（２）譲渡に係る公募の公告の日から譲渡候補者選定の日までの期間に、地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により、本県から一般競争入札の参加者資格を取り消されていない法人等であること。
（３）譲渡に係る公募の公告の日から譲渡候補者選定の日までの期間に、本県が行う建設工事等の
請負又は物品の購入若しくは製造の請負の指名競争入札について、指名保留又は指名停止措
置を受けていない法人等であること。
（４）募集受付期間の最終日から起算して１年前の日までの間に労働基準法（昭和22年法律第49号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）その他労働関係法令の違反によって公訴を提起され、送検され、又は命令その他の当該法令の規定に基づく行政処分（是正勧告等の行政指導を除く。）を受けた法人等でないこと。
（５）会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた法人等
又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた法
人等でないこと。
（６）法人等の役員に、破産者、法律行為を行う能力を有しない者又は禁固以上の刑に処せられて
いる者がいないこと。
（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる暴力団又は暴力団若しくはその構成員の利益につながる活動を行う法人等（暴力団員であることを知りながら、次の（ア）から（カ）までのいずれかの事実があるものをいう。）でないこと。
　  （ア）暴力団員を経営幹部とすること。
　　（イ）暴力団員を雇用すること。
　　（ウ）暴力団員を代理人又は受託者等として使用すること。
    （エ）暴力団員が経営幹部となっている個人又は法人に委託業務を再委託すること。
　  （オ）暴力団員に対して金銭、物品その他財産上の利益を不当に与えること。
 　 （カ）経営幹部が暴力団員と密接な交際をすること。
（８）都道府県税、法人税並びに消費税及び地方消費税に未納がない法人等であること。
（９）共同企業体で参加の場合は、すべての構成員が（１）～（８）に該当すること。

